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○ 公益財団法人守山市文化体育振興事業団役員 

           等の報酬等の支給の基準に関する規則 

                                 制定 平成23年６月30日 

                                    規則第２号 

最近改正 令和８年３月２日 

 

（目的） 

第１条 この規則は、公益財団法人守山市文化体育振興事業団定款（以下「定款」という。）第

13条及び第29条の規定に基づき、役員等の報酬等の支給の基準について定めることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の定義は、定款の例による。 

（報酬等の区分） 

第３条 役員等の報酬等は、定款第32条第３号により理事会で選定された役員（以下「理事会で

選定された役員」という。）については月額報酬、賞与及び通勤手当とし、非常勤役員等（理

事会で選定された役員を除く役員並びに評議員をいう。以下同じ。）については、日当とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事会で選定された役員が行政機関の職員である場合には、当該

役員に対しては、月額報酬、賞与及び通勤手当を支給しないものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、理事会で選定された役員が、当事業団の職員その他これに準ずる

立場にあり給与の支給を受けている場合において、当該給与の額が当該役員に係る月額報酬、

賞与及び通勤手当の額以上であるときは、当該役員に係る月額報酬、賞与及び通勤手当は支給

しないものとする。 

４ 理事会で選定された役員が、行政機関の職員又は当事業団の職員その他これらに準ずる立場

にない者であって、当該役員が他の職業又は事業に従事している場合において、当事業団の役

員としての業務に従事することについて支障がないと認められるときは、第１項の規定により

、月額報酬、賞与及び通勤手当を支給することができる。 

        （令５規則１・令８規則１・一部改正） 

（事業年度の報酬総額） 

第４条 前条に規定する報酬は、事業年度ごとに１名につき別表に定める総額を上限とする。た

だし、評議員については、定款第13条で定める総額を上限とする。 

２ 前項の規定による役員報酬の額は、第３条の規定により役員報酬を支給することとされた場

合に限り、別に定める算定方法により算出した額とする。 

        （令８規則１・一部改正） 

（月額報酬等の算定方法） 

第５条 理事会で選定された役員の月額報酬、賞与及び通勤手当は、別表に定める総額の範囲内

において支給する。 
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２ 新たに理事会で選定された役員に就任した者には、日割計算により、その日から月額報酬を

支給する。 

３ 理事会で選定された役員が退職し、又は解任された場合には、日割計算により、その日まで

の月額報酬を支給する。 

４ 理事会で選定された役員が死亡により退職した場合には、その月までの報酬を支給する。 

５ 月額報酬の額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り上げる。 

        （令８規則１・一部改正） 

（通勤手当の算定方法） 

第６条 通勤手当の月額は、通常の合理的な経路で公共交通機関を使用した場合の交通費相当額

とする。 

（日当の算定方法） 

第７条 非常勤役員等の日当は、守山市特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関

する条例（昭和41年守山市条例第５号）第２条に規定する特別職の職員の指定管理者候補者選

定委員会委員の報酬と同額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当事業団の職員または守山市職員の常勤の特別職および一般職の

職員が非常勤役員等を兼職するときは、日当を支給しない。 

        （令５規則１・一部改正） 

（支給方法） 

第８条 役員等の報酬及び通勤手当は、その全額を通貨で、直接役員等に支払うものとする。た

だし、社会保険料、源泉徴収による所得税その他法令に基づき役員等の報酬から控除すべき金

額がある場合には、その金額を控除した額を支払う。 

２ 役員等がその報酬及び通勤手当につき本人名義の預金口座への振込みを申し出た場合には、

その方法によって支払う。 

３ 役員等の報酬及び通勤手当の支給日は、守山市職員等の例による。ただし、非常勤役員等の

日当については、理事会等の開催の都度速やかに支払うものとする。 

（変更） 

第９条 この規則は、定款第15条の規定により、評議員会の決議によって変更することができる。 

 

付 則 

 この規則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第106

条第１項に定める公益財団法人の設立の登記の日から施行する。 

   付 則（平成28年10月24日規則第１号・一部改正） 

 この規則は、平成28年11月１日から施行する。 

   付 則（平成30年５月31日規則第１号・一部改正） 

 この規則は、平成30年６月１日から施行する。 
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   付 則（令和５年９月25日規則第１号・一部改正） 

 この規則は、令和５年９月25日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 付 則（令和８年３月２日規則第１号・一部改正） 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

別表（第５条関係） 

役員等の区分 事業年度ごとの報酬等総額の上限金額 

理事会で選定

された役員 

理事長 500万円 

副理事長 300万円 

常務理事 500万円 

        （平28規則１・平30規則１・令８規則１・一部改正） 


